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貸 借 対 照 表 

（平成27年３月20日現在） 

（単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 4,934,462 流 動 負 債 3,637,509 

現 金 及 び 預 金 1,379,988 支 払 手 形 313,650 

受 取 手 形 1,446,442 買 掛 金 882,049 

売 掛 金 1,730,310 電 子 記 録 債 務 287,076 

商 品 291,614 短 期 借 入 金 1,800,000 

繰 延 税 金 資 産 63,687 未 払 金 127,908 

そ の 他 70,951 未 払 費 用 13,587 

貸 倒 引 当 金 △  48,533 未 払 法 人 税 等 45,760 

固 定 資 産 944,861 未 払 消 費 税 等 60,692 

有 形 固 定 資 産 537,994 賞 与 引 当 金 70,000 

建 物 176,108 役員賞与引当金 5,110 

構 築 物 363 そ の 他 31,673 

機 械 装 置 3,295 固 定 負 債 227,845 

車 輌 運 搬 具 4 退職給付引当金 152,452 

工 具 器 具 備 品 15,707 役員退職慰労引当金 75,392 

土 地 342,520 負 債 合 計 3,865,354 

無 形 固 定 資 産 27,129 純 資 産 の 部 

ソ フ ト ウ ェ ア 19,804 株 主 資 本 1,989,164 

電 話 加 入 権 7,324 資 本 金 611,650 

投資その他の資産 379,737 資 本 剰 余 金 691,950 

投 資 有 価 証 券 69,410 資 本 準 備 金 691,950 

出 資 金 24,805 利 益 剰 余 金 695,349 

敷金及び保証金 145,151 利 益 準 備 金 45,943 

繰 延 税 金 資 産 107,272 そ の 他 利 益 剰 余 金 649,405 

そ の 他 212,421 別 途 積 立 金 520,000 

貸 倒 引 当 金 △  179,323 繰 越 利 益 剰 余 金 129,405 

  自 己 株 式 △  9,784 

  評価・換算差額等 24,805 

  その他有価証券評価差額金 24,805 

  純 資 産 合 計 2,013,969 

資 産 合 計 5,879,323 負 債 純 資 産 合 計 5,879,323 
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損 益 計 算 書 

平成26年３月21日から 

平成27年３月20日まで 

（単位：千円） 

科      目 金      額 

売 上 高  11,573,165 

売 上 原 価  9,674,477 

売 上 総 利 益  1,898,687 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,747,810 

営 業 利 益  150,877 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 4,278  

そ の 他 営 業 外 収 益 8,006 12,284 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 8,484  

そ の 他 営 業 外 費 用 222 8,706 

経 常 利 益  154,455 

税 引 前 当 期 純 利 益  154,455 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  107,621 

法 人 税 等 調 整 額  △ 26,831 

当 期 純 利 益  73,665 
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株主資本等変動計算書 

平成26年３月21日から 

平成27年３月20日まで 

（単位：千円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他利益剰余金 利益 

剰余金 

合計 
別途 

積立金 

繰越利益剰

余金 

平成26年３月21日期

首残高 611,650 691,950 691,950 45,943 460,000 150,775 656,718

事業年度中の変動額   

 剰余金の配当 ― ― ― ― ― △35,035 △35,035

別途積立金の積立 ― ― ― ― 60,000 △60,000 ―

 当期純利益 ― ― ― ― ― 73,665 73,665

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ―

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額（純額） 
― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額

合計 ― ― ― ― 60,000 △21,369 38,630

平成27年３月20日期

末残高 611,650 691,950 691,950 45,943 520,000 129,405 695,349

 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 

合計 自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成26年３月21日期

首残高 △9,575 1,950,743 17,597 17,597 1,968,340

事業年度中の変動額  

 剰余金の配当 ― △35,035 ― ― △35,035

別途積立金の積立 ― ― ― ― ―

 当期純利益 ― 73,665 ― ― 73,665

 自己株式の取得 △209 △209 ― ― △209

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額（純額） 
― ― 7,207 7,207 7,207

事業年度中の変動額

合計 △209 38,421 7,207 7,207 45,628

平成27年３月20日期

末残高 △9,784 1,989,164 24,805 24,805 2,013,969
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個 別 注 記 表 

〔重要な会計方針に係る事項〕 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品……移動平均法に基づく原価法によっております。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定） 

 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法（ただし平成 10 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）によっ

ております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物      ３～65年 

機械装置および車輌運搬具 ４～17年 

工具器具備品       ３～20年 

② 無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

 

(4) 引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金……債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

賞 与 引 当 金……従業員の賞与の支給に備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上してお

ります。 

役員賞与引当金……役員の賞与支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上してお

ります。 

退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき当事業年度末において発生していると認められる額を計上し

ております。 

役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。 

 

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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2. 貸借対照表に関する注記 

  有形固定資産の減価償却累計額       922,052千円 

なお、減価償却累計額には減損損失累計額21,024千円が含まれております。 

 

3. 株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の総数に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末の株式数

（株） 
増加株式数（株） 減少株式数（株） 

当事業年度末の株式数

（株） 

普通株式 4,411,000 ― ― 4,411,000 

(2) 自己株式の数に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末の株式数

（株） 
増加株式数（株） 減少株式数（株） 

当事業年度末の株式数

（株） 

普通株式 31,564 800 ― 32,364 

 （注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。 

 

(3) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

平成26年６月18日開催の第55期定時株主総会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額             35,035千円 

・１株当たり配当額                ８円 

・基準日        平成26年３月20日 

・効力発生日      平成26年６月19日 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの 

平成27年６月18日開催の第56期定時株主総会において次のとおり付議いたします。 

・配当金の総額      30,650千円 

・配当の原資       利益剰余金 

・１株当たり配当額        ７円 

・基準日        平成27年３月20日 

・効力発生日      平成27年６月19日 

 

4. 税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産）  

退職給付引当金 54,273千円  

役員退職慰労引当金 26,839千円  

貸倒引当金 62,919千円  

減損損失 39,715千円  

減価償却超過額 4,740千円  

未払事業税 9,426千円  

未払社会保険料 8,549千円  

未払賞与 9,961千円  

賞与引当金 24,920千円  

その他 626千円  

繰延税金資産 小計 241,971千円  

評価性引当額 △57,299千円  

繰延税金資産 合計 184,672千円  

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 13,712千円  

繰延税金負債 合計 13,712千円  

繰延税金資産 純額 170,960千円  
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(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 38.00％  

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.54％  

住民税均等割等 5.43％  

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 2.78％  

評価性引当額の増加 1.81％  

その他 △0.26％  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 52.30％  

 

(3) 法人税率の変更等による影響 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平

成26年４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課せられないことになりました。これに

伴い、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成27年３月21日に開始す

る事業年度に解消が見込まれる一時差異については従来の38.0％から35.6％となります。 

 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が4,293千円減少し、

当事業年度に計上された法人税等調整額が同額増加しております。 

   

(4) 決算日後の法人税等の税率の変更 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）が平成27年３月31日に公布され、平成

27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等が段階的に引き下げられることとなりました。これ

に伴い、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の35.6％から、平成

28年３月21日から開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.0％に、平成29年3月

21に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については32.2％にそれぞれ変更となる見込み

です。なお、変更後の法定実効税率を当事業年度末に適用した場合、繰延税金資産の金額（繰延税金負債

の金額を控除した金額）が11,265千円減少し、法人税等調整額が同額増加する見込みです。 

 

5. リースにより使用する固定資産に関する注記 

(1) リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

  該当事項はありません。 

 

(2) オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 28,679千円

１年超 55,653千円

合 計 84,332千円

 

6. 金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

 資金運用については、投機的な投資は行わない方針であり、低リスクの金融商品に限定しております。

また、設備投資計画及び毎月の資金繰りにあわせて必要な資金を調達しております。なお、資金調達につ

いては銀行借入によって調達しております。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に

業務上の関係を有する取引先の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日でありま

す。 
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短期借入金は、主に運転資金及び設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、金利の変動リスク

に晒されております。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

イ 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、与信管理規程に従い、営業債権について各営業部門における担当責任者が取引相手ごとに期日

及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

ロ 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、保有状況の

継続的な見直しを行っております。 

ハ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、経理部において適時に資金繰り計画を作成し、検討管理しております。なお、各金融機関と

良好な取引関係を維持し十分な資金調達枠を確保しております。 

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる為、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

平成27年３月20日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。 
 貸借対照表計上

額（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

①現金及び預金 1,379,988 1,379,988 － 

②受取手形 1,446,442 1,446,442 － 

③売掛金 1,730,310 1,730,310 － 

④投資有価証券 69,410 69,410 － 

 資産計 4,626,151 4,626,151 － 

①支払手形 313,650 313,650 － 

②買掛金 882,049 882,049 － 

③電子記録債務 287,076 287,076 － 

④短期借入金 1,800,000 1,800,000 － 

 負債計 3,282,776 3,282,776 － 

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資 産 

①現金及び預金、②受取手形、③売掛金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。 

④投資有価証券 

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、投資信託は公表されている基

準価格によっております。 

 

負 債 

①支払手形、②買掛金、③電子記録債務、④短期借入金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。 

 

7. １株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額     459円95銭 

(2) １株当たり当期純利益     16円82銭 
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8. 退職給付に関する注記 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、退職一時金制度、確定給付企業年金制度及び厚生年金基金制度を設けております。 

 なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りであります。 

① 制度全体の積立状況に関する事項（平成26年３月31日現在） 

年金資産の額         38,215,106千円 

年金財政計算上の給付債務の額 42,840,243千円 

差引額                  △4,625,136千円 

② 制度全体に占める当社の掛金拠出割合（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

            2.7％ 

③ 補足説明 

 上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の繰越不足金であります。 

 

(2) 退職給付債務に関する事項（平成27年3月20日現在） 

① 退職給付債務 △348,896千円 

② 年金資産            196,443千円 

③ 退職給付引当金 △152,452千円 

（注）1. 神奈川県電設厚生年金基金は、総合設立型基金であるため、上記に掲げる数値等については、

基金に関するものを含んでおりません。なお、掛金拠出割合による当事業年度末における基

金の年金資産に占める当社の持分相当額は1,123,058千円であります。 

2. 当社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。 

 

(3) 退職給付費用に関する事項（自平成26年3月21日至平成27年3月20日） 

退職給付費用 56,189千円 

（注）1. 退職給付費用には総合設立型厚生年金基金制度における年金基金への拠出額 39,982 千円が

含まれております。 

2. 当社は、退職給付費用の算定にあたり簡便法を採用しております。 

 

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

当社は、簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。 

 

9. 賃貸等不動産に関する注記 

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しい為、記載を省略しております。 

 

10. 持分法損益等に関する注記 

当社は関係会社を有していないため、該当事項はありません。 

 

11. 関連当事者との取引に関する注記 

(1) 関連会社との取引  

 該当事項はありません。 

(2) 親会社又は重要な関連会社に関する注記  

 ① 親会社情報 

  該当事項はありません。 

 ② 重要な関連会社の要約財務情報  

  該当事項はありません。 

 

12. 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 


